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総務省発表 今後の日本社会の予想

今回の日合商解説（vol.42）では、総務省が発表している今後の日本社会の予
想を抜粋した内容となります。
今回は多くデータの中から、４つの項目について説明を行っていきます。

① 日本総人口の将来推計
② 人口動態から見る今後の住生活産業ビジネス
③ ２０３０年想定とその為の対策について
④ ＩＣＴソリューション２０３０

① 日本総人口の将来推計

総人口の将来推計
を見ていくと、⾧
期的に日本の人口
は減少していく傾
向にあることがわ
かります。国は、
この推計を指針と
して産業の生産性
と生産人口につい
て施策を講じてい
ます。年々、65歳
以上の割合が増え
ていくこともあり、
70歳以上も働ける
環境づくりも進ん
でいます。



人口動態から見る今後の住生活産業ビジネス②

死亡者数は、発生する相続件
数を想定するのに使用するこ
とが出来ます。２０４０年頃
までは相続件数は一定の割合
で増え続けていくことが見て
取れます。
国は、今回の税制大綱以降、
相続税の見直しについても言
及しています。相続対象の不
動産を持っている方は適切な
時期に節税対策や所有不動産
による収益化等を図らなけれ
ば税金による負担が増えてし
まいかねません。

しかし、死亡者数と出生数を
比較すると日本人口は減少傾
向にあります。相続される側
のパイも減少傾向にあり、相
続されないケースの取り扱い、
事前の相談等も増えています。
最近では、親族関係のない人
での相続案件も増えています。
出生者数を増やすには、子育
て支援や出生支援が必要不可
欠ですが、国の施策が数値と
して反映されるまでは時間が
かかります。

高齢者とはいえ、昨今の傾向
では生産人口から完全に外れ
るのではなく、出来ることを
企業側が設定し、リカレント
教育も含めて業務の再構築を
推進することが求められてい
ます。２０１５年から２０２
５年にかけて、団塊世代の高
齢化もあり急激に75才以上の
増加が予想され、既に業務内
容・業態・産業構造の変化が
起きています。企業内の平均
年齢も上がっている場合は、
この点の対策をしっかりと構
築しておきましょう。



２０３０年想定とその為の対策について③

２０３０年代に起こりうる内容が上図にまとまっています。災害に関すること
や技術革新による生活変化等、起きる内容は様々ですが、重要なのは右図の右
下にある「しかし、２０２５年以降の日本の街は…」という点にあります。
この対策を行っておかないと、期待するような社会構成にならない可能性があ
ります。
特に急務なのが「生産性」です。企業として、ＤＸや働き方改革を推進するの
は責務と言っても過言ではありません。

２０３０年は５Gが席
巻する予定ですが、
５G beyondや６Gが
台頭してくると、商
品・製造・物流等す
べての分野で更なる
革新が進むことが予
想されます。
現状、DXを推進して
いる企業も、その先
にまたもう一段階次
の工程があることを
認識しておくと良い
かもしれません。



ＩＣＴソリューション２０３０④

ＩＣＴとはInformation and Communication Technology（情報通信技術）の略
で、通信技術を活用したコミュニケーションです。これによりビッグデータの
活用や遠隔での作業等、「距離」による課題を解決することが可能になります。
このＩＣＴによって、行えるソリューション（最適解・解決できるもの）が明
確になってきます。生活スタイル変化が起こると、家づくりや住宅内空間の構
成に変化が起きる為、幅広い分野の知識をインプットしておくと良さそうです。

現在は生産性改革
の時代と捉えられ
ています。そして
その後に、ロボ・
IoTや完全自動化の
流れが入ってきま
す。２０３０年に
なっていくと、
AI・ロボットの生
活浸透段階に入っ
ていきます。
この様に社会課題
への対応・解決を
目指したメガトレ
ンドが考えられて
います。


